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研究成果の概要（和文）：中央政府・地方自治体とそれらの関連機関が革新的な財・サービスを公共調達するこ
とによって，それらを供給する企業・産業の能力を高め，イノベーション創出を促そうとする政策が「イノベー
ションの公共調達」政策である．経済停滞が続く先進諸国で持続可能な成長の起爆剤の一つとして期待されてい
るが，政策実施のための組織・制度や必要な能力は明らかではない．本研究ではこの政策を先導的に実施してい
るフィンランドを対象とし，詳細な調査に基づき，いかなる組織的・人材的能力が必要となり，それがどのよう
な組織・制度に支えられているのかを実証的に明らかにした．

研究成果の概要（英文）："Public procurement of innovation" is a novel policy approach to enhance the
 innovative capability of firms and industries to stimulate innovations by means of public 
procurement of innovative goods and services. Although it is highly expected to generate sustainable
 growth especially in advanced economies under long-term recession, little has been known as to how 
the policy is actually implemented: what kind of organizations, systems, and capabilities are 
needed. Focusing on the case of Finland as a leading country of this policy, I have examined, based 
on detailed field research and questionnaire survey, what organizational and human capacity is 
required, and what kind of organization and system support the capacity-building.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
社会的問題の解決がイノベーション，ひいては経済成長の源泉になるにつれて，需要側からイノベーション創出
を刺激するこの種の政策は日本でも盛んになる可能性が高いが，他国での実践や制度をそのまま模倣しても成功
はおぼつかないだろう．本研究は先導的な国の事例を社会経済制度の基盤にまで立ち返って検討していること，
およびそのことよって，日本でこの政策を実施する上で必要となる制度的な刷新を示唆することができるという
点に，この研究の学術的・社会的意義があると考えている．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
新興国が知識労働拠点へと着実に高度化し，先進国と競合し始めている状況に対して，コスト
競争に陥ることなくイノベーション創出により創造的に対応することは，先進国の雇用と産業
にかかわる枢要な課題である．北欧諸国は 1990 年代以降，継続的に製品・組織のイノベーショ
ンを生み出すことで，この状況に対して相対的によく適応してきたと評価されてきた．だから，
北欧諸国が政策的にいかにイノベーションを促進しているのかを明らかにすることは，イノベ
ーション促進という同じ課題を抱える日本経済にとってもきわめて重要である． 
イノベーション政策論の先行研究では，政府の役割は研究開発投資，知財制度整備，人材育成
などの供給面に集中しているとされ，需要面は与件と考えられることが多かった．しかし，供給
面の政策は，先進国はもちろん新興国でも採用されつつあるから，それによって新興国との差別
化を図ることは早晩難しくなる．それを超える新たな政策アプローチとして，本研究が対象とす
る「需要主導型イノベーション政策」の分析が盛んになってきたが，政策文書や制度の分析にい
まだ止まっており，政府，地方自治体，民間企業， NPO などの動機づけや実際の行動，必要な
能力に立ち入った実証分析がほとんど行われていない． 
また，本研究が対象とするフィンランドのイノベーション政策は極めて強い関心を引いてき
たが，そこで対象にされているのはほとんどが従来型の供給面の政策であって，それら従来型の
サプライサイド政策は有効性を早晩失うだろうという議論も根強い．以上から本研究では， 新
興国と差別化されたイノベーションを促進しうると考えられる「需要主導型イノベーション政
策」を対象に，実施プロセスにまで深く立ち入った徹底した実証研究を行い，新しいタイプのイ
ノベーション政策の内実と効果を明らかにすることで，先行研究の限界を乗り越える． 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は，新興国と差別化されたイノベーションを先進国が創出するための，革新的な
政策的対応の内実と効果を明らかにすることである．具体的には，フィンランドでの「需要主導
型イノベーション政策」の下で実施された公共調達プロジェクトに参加した公的機関（政府機関
と地方自治体），NPO，民間企業の各担当者に対する聞き取り調査と，公共調達一般に参加した
企業を対象にしたアンケート調査を実施し，各組織の具体的行動とイノベーション成果を明ら
かにする．以上により，イノベーション創出に対して公共政策が果たしうる新たな役割を明らか
にすることができ，イノベーション政策の再定義が早晩迫られる日本の政府・地方自治体に対し
て重要な示唆を与える． 

 
 
３．研究の方法 
 以上の目的を達成するために，本研究では具体的に以下の 3 点を明らかにする調査を実施す
る．すなわち第 1に，政府や地方自治体などの(a)公的機関や(b)NPO, NGOなどが，イノベーシ
ョンプロセスにどのように関与し行動したか，また第 2 に，公共調達を請け負った(c)民間企業
は公的機関や NPOなどの関与にどのように対応し，イノベーションプロセスに参画したか，そ
の結果第 3に，当該プロジェクトで生み出された(d)イノベーションの成果と(e)企業のビジネス，
能力構築へのインパクトはいかなるものであったか，という 3点である．特に，各当事者のイン
センティブ・動機付けと，彼らに必要とされる人的・組織的能力の内実を確実に明らかにするこ
とに留意する． 
具体的には次のような調査となる．第 1に，少数の公共調達プロジェクトを事例とし，当該プ
ロジェクトに参画した全ての公的機関， NPO および民間企業の担当者に対して詳細な聞き取
り調査を実施する．第 2 に，民間企業のイノベーション成果および能力構築に対するインパク
トを一般的・数量的に確認するため，公共調達一般に参画した，建設・エネルギー・インフラ関
連企業に対するアンケート調査を実施する． 
 
４．研究成果 
 以下の 4点を明らかにすることができた． 
 
(1) フィンランドおよび欧州連合のイノベーション政策をサーベイすると，確かに公共調達や
規制など，需要側の諸手段に力点が置かれるようになっていることが確認された．これはフィン
ランドであれば Broad-based innovation policy という名のもとに一連の政策が展開されるよ
うになってきている．しかし政策文書を見る限り，力点が「供給側」から「需要側」へと形式的
にシフトしたということしか読み取ることができない．そこで実際に，詳細な事例調査を行って
分析してみたところ，政策の実施は単なる力点のシフトにとどまらず，新しい組織形態や能力が
必要になっていることが分かった．特に強調するべきなのは，買い手（公的機関）および売り手
（民間企業）の間に，多数の中間組織が関与しているという事実である．中間組織は主に，①独
立性が高い政府関連組織，②地方自治体関連組織，③非営利組織である．①と②の典型例を挙げ
ると，①は，雇用経済省傘下にあり，企業や大学，公的機関に対してイノベーション向け資金を
供与・融資する旧フィンランド技術庁 Tekes であろう．②は，多くの地方自治体が持っている地
域開発会社が典型例である．これらの組織が積極的な役割を果たしている． 
 



(2) 中間組織の役割についてさらに詳しく分析するために，事例を絞った詳細な調査を実施し
た．その結果，こうした組織はただ単に仲介(intermediate)にとどまらず，利害関係者たちの目
標をより野心的なものにさせたり，専門家を紹介したり，あるいは利害関係者たちの対話と協議
を促進させたりしていることが分かった．触媒物質が化学反応を促す事態との類例で，買い手
（公的機関）と売り手（企業）がより革新的な財・サービスの調達に合意できるように働きかけ
ている中間組織の機能は「触媒作用」(catalyst)と呼ぶことができる．すなわち，補助金給付や
減税，規制と監視など，伝統的な政策手段では，政策はイノベーションプロセス自体に働きかけ
てそれを変容させる意図がないが，この新しい政策では，政策はイノベーションプロセスの「内
側」に入り込んで，そのプロセス自体を変容させようとしているという本質的な違いがある．対
象（イノベーションプロセス）の進化（＝プロセスの変異と試行錯誤的な選抜）をもたらそうと
しているという意味で，それは進化的な政策の一例だと捉えることができる． 
 
(3)中間組織は，一つの案件に対して単一の組織が触媒作用をもたらすとは限らず，複数の中間
組織が補完的な触媒作用を果たしている事例も存在する．このことは，触媒能力は多くの組織に
分有された社会的な能力であることを示唆している．フィンランドひいては北欧の社会経済で
は，こうした中間組織はどのように分布し，全体としていかなるエコシステムを構成しているの
だろうか？この問いに答える手がかりを得るために，エネルギー節約を指向した公共調達に関
与する中間組織を広く調査した．その結果，上の①から③にまたがる中間組織は，やはり実際に
触媒作用を果たしていることが確認されたうえ，全体としてそれらの作用は補完的であるとい
うことが分かった．すなわち，フィンランドには触媒能力を持った中間組織が分厚くエコシステ
ムを構成しているということを示唆している．この背景として，地方分権化によって地方が強い
財政基盤を有していること，非営利組織を財政的にサポートする政策が採られていることなど，
フィンランドの社会経済制度の基盤が寄与している． 
 
(4) 触媒作用を果たすのは究極的には個人である．こうして，触媒作用のミクロ的基礎は人材で
あるが，聞き取り調査ではしばしば，複数の業種をまたがって転職する人材が触媒作用にとって
重要であることを示唆する発言がしばしば聞かれた．転職のミクロ的実体はこれまでに明らか
になっておらず，包括的なデータベースも存在しないので，転職に特化した SNS である Linkedin
から職歴データを収集し，上記のような中間組織に勤務する人の転職パターンを分析した．その
結果，かなり多くの人が実際に民間企業や大学での職務経験を持っていることが判明した．この
ことは，聞き取り調査で聞かれたような，キー人材である転職人材がかなり分厚く形成されてい
ることが分かる．この背景には，業種別賃金格差の小ささや，流動性の高さ，セーフティネット
の強さといった，北欧諸国に共通する労働市場制度の特質が存在すると考えられる． 
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